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〇ガイドブックの目的 

・カーボンニュートラルの実現に向けて、中小事業者の多くは、取引先

との関係等から脱炭素化の取組の必要性を感じつつも、ノウハウが 

不足していることや、そもそも何から着手すべきかがわからないと 

いった課題があります。 

・そこで、県では、中小事業者の方々が脱炭素化に取り組んでいく際に

参考となるガイドブックを作成しました。 

  

〇ガイドブックの内容・使い方 

・このガイドブックは、「知る」、「測る」、「減らす」、「脱炭素化補助事業等による   

支援」で構成されています。 

・最初に取り組むべきことは、なぜ脱炭素化に取り組む必要があるか理解すること 

です。「知る」では、脱炭素化に向けた企業の取組が広がっていることや取り組む 

メリットを紹介しています。 

・次に、自社がどれだけの CO2 を排出しているかを明らかにすることが重要です。

「測る」では、CO2 排出量を実際に算定するために、公開されている算定ツールを

用いれば、簡単に見える化できることを紹介しています。 

・見える化した結果を踏まえて、削減効果の大きいものや取り組みやすいことから 

優先的に取り組むことが効果的です。「減らす」では、再生可能エネルギー・省エネ

ルギーの取組について、初期投資不要な取組（初級）から初期投資は掛かるものの

導入効果が高い取組（上級）に分けて紹介しています。 

・脱炭素化に向けて、できることから取り組みましょう。  

〇目次  

１ 知る・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

２ 測る・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

３ 減らす・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

・再エネ・省エネ取組事例(初級)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

・再エネ・省エネ取組事例(中級)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

・再エネ・省エネ取組事例(上級)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

４ 脱炭素化補助事業等による支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21 

千葉県マスコットキャラクター 
チーバくん 

１ 知る
（取組の動機付け）

２ 測る
（排出量の算定）

３ 減らす
（削減の取組）
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１ 知る 

〇現状・背景 

・グローバルに展開している企業を中心に、カーボンニュートラルに向けた企業の 

取組が急速に広がっており、この流れを受けて、自らの事業活動に伴う排出だけで

はなく、原材料・部品調達や製品の使用段階等も含めたサプライチェーン全体で温

室効果ガス排出量を削減する動きが広がっています。 

・企業を取り巻く事業環境が変化するなか、温室効果ガス排出量の国内排出量が１割

～２割弱を占める中小企業においても、脱炭素化への対応が求められています。 

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出(燃料の燃焼、工業プロセス) 
Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出 
Scope3 : Scope1、Scope2 以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出) 

 

カーボンニュートラルとは 

カーボンニュートラルとは、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにすることで、

二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、植林、森林管理などに  

よる「吸収量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにすることを意味しています。 

 

 

  

 大企業からサプライヤー等への要請例 

トヨタ自動車 数百社の仕入先に対し、2021 年の CO2削減目標として前年比 3％

削減を要請 

イオン イオンモール館内の警備・清掃等に関わる従業員、モール運営に

携わるサプライヤー、出店している全ての専門店に対して、環境

教育を実施するとともに、CO2 排出削減につながる行動を要請 

図  サプライチェーン排出量全般 

出典：「グリーン・バリューチェーンプラットフォーム」（環境省） 

知
る 

図  カーボンニュートラルとは  

出典：「脱炭素ポータル」（環境省） 
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〇脱炭素化に取り組む主なメリット 

・脱炭素化に取り組むことは、決して負担が増大するだけではありません。 

・光熱費・燃料費の削減や、競争力の強化に伴う売上の拡大、金融機関からの

融資獲得といったメリットが期待できます。 

①光熱費等の削減による利益アップ 

・脱炭素化の取組は、CO2 の削減だけでなく光熱費等を低減することができ、コス

ト削減に繋がります。 

・光熱費等のランニングコストを削減できれば、売上がアップしたのと同じ効果が

期待できます。 

 

 

 

②競争力の強化による売上の拡大 

・環境への意識が高い企業を中心に、サプライヤー（仕入れ先、納品元、納品業者）

に対して、CO2 排出量の削減を求める傾向が強まりつつあります。 

・脱炭素化の取組はサプライヤーへの訴求となり、自社製品の競争力が確保・強化

され、引き続きサプライチェーンの一端を担っていくことができると考えられ 

ます。 

③金融機関からの融資獲得 

・金融機関が ESG 投資を推進していることを受けて、削減対策の取組状況を加味し

た融資条件の優遇等を受けられる機会が拡大します。 

・昨今は中小事業者向けの融資商品サステナビリティ・リンク・ローン※等も増加し

ています。 

※借り手の野心的なサステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット（SPTs）の改善度合

いと融資条件が連動するローンであり、調達資金の融資対象が特定プロジェクトに限定

されないもの。 

 

 

  

（例）売上 1 億円、光熱費が売上の３％（300 万円）の企業が、光熱費を 10％削減

すると 30 万円のコストダウン 

⇒営業利益率２％とすると、売上を 1,500 万円アップしたのと同じ効果 

 

【ちばぎんＳＤＧｓリーダーズローン】（活用例） 

・事業者は、持続可能な環境・社会の実現に向けたカーボンニュートラルへの取組

みとして、使用電力を再生可能エネルギーに転換していく具体的な数値目標等を

策定します。 

・目標達成時には千葉銀行が金利を優遇することで、目標達成に向けた動機付けや、

サステナブル経営を後押しします。 

 ※その他の金融機関でも、カーボンニュートラル実現に向けたサステナブルな経営を  

後押しする取組が進められています。 

知
る 
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〇コラム 

＜環境マネジメントシステムの導入＞  

・組織や事業者が、その運営や経営の中で自主的に環境保全に関す

る取組を進めるにあたり、環境に関する方針や目標を自ら設定し、

これらの達成に向けて取り組んでいくことを「環境管理」又は「環

境マネジメント」といい、このための組織や事業者の体制・手続

き等の仕組みを「環境マネジメントシステム」といいます。 

・中小事業者の幅広い事業者が取組みやすい環境マネジメントシステムとして、環境

省が定めた第三者認証・登録制度であるエコアクション２１があり、エネルギー 

消費量や廃棄物の削減等を実施し認証取得することで、企業価値の向上が期待され

ます。 

・また、認証取得後も、事務局※が開催するセミナーの参加等により、無理なく継続

的に取り組むことができます。   

 

＜環境教育＞ 

・国の調査では、企業が脱炭素化に向けた取組を進める上で、最も影響が大きい課題

は「必要なノウハウ、人員が不足している」ことでした。 

・人材育成の一歩目は、従業員一人ひとりの理解と行動変容を促すことであり、従業

員への環境教育の実施が求められています。 

・国や県などで実施している中小事業者向けの省エネセミナーに参加すると、実際の

取組事例や支援施策等について知ることができます。 

・また、前述のエコアクション２１を取得し人材育成に役立てることや、費用の掛か

らない省エネ取組事例を実践することで「気づき」を得て、より大きな省エネ対策

を実施することでノウハウが蓄積されます。 

  

知
る 

図  脱炭素化に向けた取組を進める上での課題  

出典：「令和４年度年次経済財政報告」（内閣府） 

※千葉県内では、（一財）千葉県環境財団が、地域事務局に登録されています。 
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２ 測る 

〇ＣＯ2排出量の算定方法 

・CO2 排出量は、エネルギー使用量と、エネルギー種別に応じて設定されている CO2

排出係数を掛け合わせることで算定できます。 

 

 

 

＜主なエネルギー種別＞ 

・電力、都市ガス、灯油、ガソリン、A 重油、軽油、液化石油ガス（LPG） 

※１ 発電方法（火力、再エネ等）や契約しているプラン等によって二酸化炭素排出量が違う
ため、契約している小売電気事業者に御確認ください。 
電気事業者別排出係数関連ページ【https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc/denki】 

※２ 都市ガスの主成分はメタンですが、小売事業者により組成が異なるため、契約している
小売ガス事業者に御確認ください。 

※３「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル(Ver4.9) (令和 5 年 4 月)」（環境省） 

〇削減ターゲットの特定 

・自社の CO2 排出量について、どこから多く排出されているのか知るために、事業所

単位や事業活動単位で分析し、グラフ化することも有効です。 

 

 

 

 

 

 

 

図  事業所別の CO2排出量のグラフ化 

出典：「中小規模事業者向けの脱炭素経営導入ハンドブック」(環境省) 

（計算例） 

・電 気 使 用 量     kWh/年 ×(電気事業者別排出係数※1) ＝     t-CO2/年 

・都 市 ガ ス 使 用 量     N ㎥/年 × (ガス事業者別排出係数※2) ＝     t-CO2/年 

・灯 油 使 用 量     kl/年  × 2.49t-CO2/kl※3                 ＝     t-CO2/年 

・ガ ソ リ ン 使 用 量     kl/年  × 2.32t-CO2/kl※3                 ＝     t-CO2/年 

・重油(A 重油)使用量      kl/年  × 2.71t-CO2/kl※3                 ＝     t-CO2/年 

・軽 油 使 用 量      kl/年  × 2.58t-CO2/kl※3                 ＝     t-CO2/年 

・液化石油ガス使用量       kl/年  × 3.00t-CO2/kl※3                 ＝     t-CO2/年 

測
る 

CO₂排出量 エネルギー使用量 CO₂排出係数 × ＝ 
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〇算定ツールや省エネ診断制度の活用 

・排出量の見える化は、国や民間団体等の算定ツールや省エネ診断制度を活用すると

簡単にできます。 

【算定ツール】 

・日本商工会議所では、エネルギー消費量や CO2 排出量を簡単に見える化する  

ツールを無料で提供しています。 

 

 

 

 

 

 

 

【省エネ診断等】 

（省エネ診断） 

・費用のかからない運用改善による省エネ提案をはじめとして、機種の更新等に  

よる投資改善など、脱炭素化へ向けた様々なアドバイスを受けることができます。 

・資源エネルギー庁では、「省エネお助け隊」という地域密着型の省エネ支援団体を

全国に配置し、省エネ診断等により中小企業等の取組をサポートしています。 

（セルフ診断） 

・（一財）省エネルギーセンターでは、調べたい事業所の業種、所在地（都道府県）、

エネルギー使用量を入力すると、CO2 排出量が計算できる、セルフ診断ツールを

提供しています。 

一般財団法人省エネルギーセンター 

https://www.shindan-net.jp/ 

日本商工会議所 日商エネルギー・環境ナビ 

https://eco.jcci.or.jp/checksheet 

測
る 
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３ 減らす 

 

〇削減に向けて 

・＜測る＞で得られた自社の CO2 排出量を基に、どの部分に CO2 削減の余地がある

かを検討し、削減効果の大きいものや取り組みやすいことから優先的に実施します。 

 

⇒次ページからは、主に令和 5 年度の千葉県業務用設備等脱炭素

化促進事業において、省エネルギー診断で提案があったものを

掲載しています。 

 事例を参考にして、できることから取り組みましょう。 

 

〇再エネ・省エネ取組事例 

 取組内容  （【 】内は事例の業種等） 

初級 

・不要箇所・不要時間帯の消灯【金属製品製造業】・・・・・・・・・P9 

・エアコンの設定温度の見直し【総合工事業】・・・・・・・・・・・P10 

・エアコン（室内機）のフィルター清掃【その他の教育・学習支援業】P10 

・配管の空気漏れ対策【印刷・同関連業】・・・・・・・・・・・・・P11 

・コンプレッサーの吐出圧力の低減【金属製品製造業】・・・・・・・P11 

中級 

・人感センサーの導入【温浴施設】・・・・・・・・・・・・・・・・P12 

・インバータの導入【その他製造業】・・・・・・・・・・・・・・・P12 

・配管の断熱強化【金属製品製造業】・・・・・・・・・・・・・・・P13 

・変圧器の更新【はん用機械器具製造業】・・・・・・・・・・・・・P13 

上級 

・太陽光発電施設の導入【医療業】・・・・・・・・・・・・・・・・P14 

・蓄電池の導入【製造業】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P14 

・LED 照明への更新【金属製品製造業】・・・・・・・・・・・・・・P17 

・高効率空調設備への更新【飲食店】・・・・・・・・・・・・・・・P17 

・高効率冷凍冷蔵設備への更新【食料品製造業】・・・・・・・・・・P18 

・高効率ボイラーへの更新【食料品製造業】・・・・・・・・・・・・P18 

・BEMS・FEMS の導入【空港ビル】・・・・・・・・・・・・・・・P19 

・既存建築物の ZEB への更新【建設業】・・・・・・・・・・・・・P19 

・電気自動車（EV）の導入【運輸・郵便】・・・・・・・・・・・・P20 

 

 

初級：工程や設備等の運用方法の改善等により、初期投資を行わない取組 
中級：工程や設備等の部分更新・機能付加により、初期投資が概ね 100 万円未満で   

できる取組 
上級：高効率設備・機器等の大規模な更新・新設により、初期投資が概ね 100 万円   

以上かかる取組 
 

減
ら
す 
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不要時の消灯は、最も取り組みやすい省エネ取組のため、以下のチェック

リストを参考に実施しましょう。 

チェックリスト 

☑ 取 組 内 容 

■ 始業時まで、執務室内の照明は、必要部分のみ点灯する。 

■ 昼休み・休憩時間は、執務室内の不要な照明は消灯する。 

■ 残業時には必要部分の照明のみを点灯する。 

■ 普段使用していない部屋や、昼間に自然光で十分な明るさが確保できている

場所においては照明を消灯する。 

■ ロッカールーム、給湯室、職員用のトイレなどは、使用時のみ点灯する。 

■ 執務室が広い場合には、必要箇所の点灯／消灯を容易に行うことができる 

よう照明スイッチに点灯場所を明示する。 

■ 十分な照度を確保できる場所は、照明の間引きを行う。 

■ 年末の大掃除や年度始めの配置換えなどの機会に、定期的に照明器具を清掃

し、照度の回復を図る。 

再エネ・省エネ取組事例（初級） 

取
組
事
例(

初
級) 

※「対応例」による省エネ効果等は、「導入効果」に示すとおりです。 
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取
組
事
例(

初
級) 
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取
組
事
例(

初
級) 
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再エネ・省エネ取組事例（中級） 

取
組
事
例(
中
級) 
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取
組
事
例(

中
級) 
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再エネ・省エネ取組事例（上級） 

取
組
事
例(

上
級) 
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〇コラム  

＜ＰＰＡ方式による太陽光発電施設の導入＞ 

・太陽光発電施設は PPA※方式を活用すれば、初期費用０でも導入可能です。 

・PPA 方式は、PPA 事業者が、需要家の建物屋根（敷地内）に太陽光発電施設を設置

し、所有・維持管理をした上で、発電した電気を需要家に供給する仕組みのため、

需要家には維持管理の費用や手間は発生しません。 

・一方で、長期間にわたる契約期間の締結や、建物を移転することができないなどの

制限があります。 

 ※PPA（Power Purchase Agreement）とは電力販売契約という意味で第三者モデルとも

よばれています。 

 

 

＜ソーラーカーポート＞  

・建物の屋根だけでは十分な再エネ電力を得られない場合、駐車場に設置できるソー

ラーカーポートを導入することで、更に再エネ利用率を高めることができます。 

●メリット 

・土地の有効活用が可能であること 

・電力を必要とする施設の敷地内に 

設置場所を確保しやすいこと 

●導入における留意点 

・ソーラーカーポートは、建築基準法

上の「建築物」に該当するため、  

建築基準法に則った設計・施工・ 

監理が必要です。 

 

写真 酒々井プレミアム・アウトレットの 

カーポート型太陽光発電設備 

図 PPA モデル 出典：「再エネスタート」 (環境省) 

取
組
事
例(

上
級) 
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〇コラム  

＜再エネ電気プランの選択＞ 

・多くの小売電気事業者が太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギーを電源と

したプランを用意しています。 

・再生可能エネルギー割合が 100％のプラン※であれば、CO2 排出量実質ゼロの電気

となります。 

・物理的な理由等により、再生可能エネルギー設備の設置が難しい場合であっても、

再生可能エネルギー電力を購入することで、温暖化対策に取り組むことができます。 

 ※再エネプランには 100％以外にも様々な割合のものがあります。 

 

  

＜環境価値の取引＞  

・まずは、自社の CO2 排出量の削減を行う必要がありますが、削減しきれない CO2

について、クレジットを購入して相殺（オフセット）する方法もあります。 

・また、再生可能エネルギー由来の電力の環境価値を、証書として購入する仕組みも

あります。 

 概要 対象 

J-クレジット 

制度 

省エネや再エネ設備導入による CO2 削減量や 

森林による CO2 吸収量をクレジットとして国が

認証する制度です。 

CO2 の削減量・吸収量 

 

非化石証書 

再生可能エネルギーなど非化石電源の環境価値

を取引するために証書にしたものです。 

日本卸電力取引所(JEPX)を通じて購入します。 

再生可能エネルギー

由来以外の非化石電

源も含む（例:原子力) 

グリーン 

電力証書 

再生可能エネルギーによって発電された電力の

環境価値を取引できるようにした証書です。 

日本品質保証機構(JQA)が認証しており、証書 

発行事業者から購入します。 

再生可能エネルギー

由来の電気のみ 

図 再エネ電気プラン 出典：「再エネスタート」 (環境省) 
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〇コラム 

＜デジタルタコグラフ等の活用＞  

・輸送事業者は、デジタルタコグラフ（デジタル式運行記録

計）や車両動態管理システム等のＩＴを活用することで、

省エネ運転や最適な運航経路による輸送といった環境負荷

低減だけでなく、安全運転への寄与が期待されます。 

 

 

＜グリーン経営認証制度＞ 

・グリーン経営認証制度とは、環境保全を目的にした取り組みを行っている運輸事業

者（トラック、バス、タクシー等）に対する認証制度です。 

・中小規模の事業者の実態に合い、かつ、容易に環境保全活動が行えるようマニュア

ルが整備されており、トラック、バス、タクシーでは、取得 2 年後に 1.6～3.2％

燃費が向上しました。 

  

取
組
事
例(

上
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  ４ 脱炭素化補助事業等による支援 

国や県の補助金を活用すれば導入コストが抑えられ、投資回収年数は

更に短くなります。 

また、国が作成したハンドブック等は、更なる温暖化対策を進めていく

上で参考になります。 

〇千葉県の事業  

・事業者向け脱炭素化促進事業 

中小事業者等が実施する省エネルギー診断の受診や当該診断等を踏まえた脱炭

素化に資する設備導入等に対して助成しています。 

https://www.pref.chiba.lg.jp/ontai/hojo/datsutanso-sokushin.html 

・太陽光発電設備等共同購入支援事業 

太陽光発電設備の購入希望者を募り、スケールメリットを活かした価格低減を促

し、太陽光発電設備等の普及拡大を図っています。 

https://www.pref.chiba.lg.jp/ontai/groupbuy/business.html 

・次世代自動車等導入促進補助金 

中小事業者等による次世代自動車に係るインフラ設備の導入経費等を支援して

います。 

https://www.pref.chiba.lg.jp/ontai/hojo/index.html 

・CO2CO2（コツコツ）スマート宣言事業所登録制度 

  省エネルギー対策や再生可能エネルギーの導入等、地球

温暖化対策に積極的に取り組む千葉県内の事業所を

「CO2CO2 スマート宣言事業所」として登録し、その取組

を広く紹介する制度です。 

https://www.pref.chiba.lg.jp/shigen/chikyuukankyou/co2co2smart/office/index.html 

〇国の事業等 

【環境省】 

・脱炭素化事業支援情報サイト（エネ特ポータル） 

https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/enetoku/ 

・脱炭素ポータル 

https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/ 

・温室効果ガス排出削減等指針ウェブサイト 

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/gel/ghg-guideline/index.html 
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・再エネスタート 

https://ondankataisaku.env.go.jp/re-start/#gsc.tab=0 

・太陽光発電の導入支援サイト 

https://www.env.go.jp/earth/post_93.html 

【資源エネルギー庁】 

・省エネポータルサイト 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/index.html 

 

【その他】 

・省エネ・節電ポータルサイト（一般財団法人省エネルギーセンター） 

https://www.shindan-net.jp/ 

 

〇取組の参考資料 

・中小規模事業者向けの脱炭素経営導入ハンドブック（環境省） 

・中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集（環境省） 

・工場・事業場の脱炭素化実践ガイドライン 2023（環境省） 
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